
通勤手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成19年12月４日 

                                      岩手県人事委員会       

                                             委員長 及 川 卓 美  

岩手県人事委員会規則第31号 

   通勤手当に関する規則の一部を改正する規則 

通勤手当に関する規則（昭和33年岩手県人事委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （自動車等使用者の手当の支給額） 

第７条の３ 給与条例第29条第２項第２号及び給与等条例第24

条第２項第２号に規定する人事委員会規則で定める額は、次

の各号に掲げる片道の自動車等の使用距離（道路交通法（昭

和35年法律第105号）第４条の規定に基づく交通の規制によ

り恒常的に往路と帰路との通勤の経路を異にしなければな

らない場合その他人事委員会の認める場合にあっては、往路

及び帰路の距離の２分の１の距離）の区分に応じ、当該各号

に定める額（給与条例第29条第２項第２号及び給与等条例第

24条第２項第２号に規定する短時間勤務職員（以下「短時間

勤務職員」という。）又は職員の修学部分休業に関する条例

（平成17年岩手県条例第20号）第２条第１項に規定する修学

部分休業の承認を受けている職員のうち、平均１箇月当たり

の通勤所要回数が10回に満たない職員にあっては、その額か

ら、その額に100分の50を乗じて得た額を減じた額）とする。

 

 

 (１)～(25) ［略］ 

（返納の事由及び額等） 

第９条の２ 給与条例第29条第５項及び給与等条例第24条第５

項の人事委員会規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支

給単位期間に係るものを除く。）を支給される職員について

生じた次の各号のいずれかに掲げる事由とする。 

 (１)・(２) ［略］ 

 (３) 月の中途において地方公務員法（昭和25年法律第261

号。以下「法」という。）第28条第２項若しくは職員の休

職の事由に関する条例（昭和27年岩手県条例第23号。以下

「休職条例」という。）第２条の規定により休職にされ、

法第55条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、教育

公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条第１項の規定

により大学院修学休業をし、外国の地方公共団体の機関等

に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年岩手県

 （自動車等使用者の手当の支給額） 

第７条の３ 給与条例第29条第２項第２号及び給与等条例第24

条第２項第２号に規定する人事委員会規則で定める額は、次

の各号に掲げる片道の自動車等の使用距離（道路交通法（昭

和35年法律第105号）第４条の規定に基づく交通の規制によ

り恒常的に往路と帰路との通勤の経路を異にしなければな

らない場合その他人事委員会の認める場合にあっては、往路

及び帰路の距離の２分の１の距離）の区分に応じ、当該各号

に定める額（給与条例第６条の２第１項及び給与等条例第７

条の２第１項に規定する育児短時間勤務職員等、給与条例第

29条第２項第２号及び給与等条例第24条第２項第２号に規

定する短時間勤務職員又は職員の修学部分休業に関する条

例（平成17年岩手県条例第20号）第２条第１項に規定する修

学部分休業の承認を受けている職員のうち、平均１箇月当た

りの通勤所要回数が10回に満たない職員にあっては、その額

から、その額に100分の50を乗じて得た額を減じた額）とす

る。 

 (１)～(25) ［略］ 

（返納の事由及び額等） 

第９条の２ 給与条例第29条第５項及び給与等条例第24条第５

項の人事委員会規則で定める事由は、通勤手当（１箇月の支

給単位期間に係るものを除く。）を支給される職員について

生じた次の各号のいずれかに掲げる事由とする。 

 (１)・(２) ［略］ 

 (３) 月の中途において地方公務員法（昭和25年法律第261

号。以下「法」という。）第28条第２項若しくは職員の休

職の事由に関する条例（昭和27年岩手県条例第23号。以下

「休職条例」という。）第２条の規定により休職にされ、

法第55条の２第１項ただし書に規定する許可を受け、教育

公務員特例法（昭和24年法律第１号）第26条第１項の規定

により大学院修学休業をし、外国の地方公共団体の機関等

に派遣される職員の処遇等に関する条例（昭和63年岩手県



条例第７号。以下「外国派遣条例」という。）第２条第１

項の規定により派遣され、公益法人等への職員の派遣等に

関する条例（平成13年岩手県条例第67号。以下「公益法人

等派遣条例」という。）第２条の規定により派遣され、地

方公務員の育児休業に関する法律（平成３年法律第110号。

以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休

業をし、又は法第29条の規定により停職にされた場合であ

って、これらの期間が２以上の月にわたることとなるとき

 

 

 

(４) ［略］ 

２・３ ［略］ 

第９条の４ ［略］ 

２ 月の中途において法第28条第２項若しくは休職条例第２条

の規定により休職にされ、法第55条の２第１項ただし書に規

定する許可を受け、教育公務員特例法第26条第１項の規定に

より大学院修学休業をし、外国派遣条例第２条第１項の規定

により派遣され、公益法人等派遣条例第２条の規定により派

遣され、育児休業法第２条の規定により育児休業をし、又は

法第29条の規定により停職にされた場合であって、これらの

期間が２以上の月にわたることとなったとき（次項に規定す

る場合に該当しているときを除く。）は、支給単位期間は、

その後復職し、又は職務に復帰した日の属する月の翌月（そ

の日が月の初日である場合にあっては、その日の属する月）

から開始する。 

 

３ ［略］ 

条例第７号。以下「外国派遣条例」という。）第２条第１

項の規定により派遣され、公益法人等への職員の派遣等に

関する条例（平成13年岩手県条例第67号。以下「公益法人

等派遣条例」という。）第２条の規定により派遣され、地

方公務員の育児休業に関する法律（平成３年法律第110号。

以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休

業をし、職員の自己啓発等休業に関する条例（平成19年岩

手県条例第65号。以下「自己啓発等休業条例」という。）

第２条の規定により自己啓発等休業をし、又は法第29条の

規定により停職にされた場合であって、これらの期間が２

以上の月にわたることとなるとき 

 (４) ［略］ 

２・３ ［略］ 

第９条の４ ［略］ 

２ 月の中途において法第28条第２項若しくは休職条例第２条

の規定により休職にされ、法第55条の２第１項ただし書に規

定する許可を受け、教育公務員特例法第26条第１項の規定に

より大学院修学休業をし、外国派遣条例第２条第１項の規定

により派遣され、公益法人等派遣条例第２条の規定により派

遣され、育児休業法第２条の規定により育児休業をし、自己

啓発等休業条例第２条の規定により自己啓発等休業をし、又

は法第29条の規定により停職にされた場合であって、これら

の期間が２以上の月にわたることとなったとき（次項に規定

する場合に該当しているときを除く。）は、支給単位期間は、

その後復職し、又は職務に復帰した日の属する月の翌月（そ

の日が月の初日である場合にあっては、その日の属する月）

から開始する。 

３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成20年１月１日から施行する。 
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